第１号様式（第４関係）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　奈　良　県　知　事　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                       　　㊞
公共建築物木造・木質化推進事業全体事業計画承認申請書
　公共建築物木造・木質化推進事業実施要領第４の１の(1)の規定により、全体事業計画書を添えて申請します。
注）第２号様式及び第３号様式を添付すること。

第２号様式（第４関係）
全　体　事　業（変　更）計　画　書
　
	事業区分

	事業種目

	事業実施
主 体 名

	 施行箇所

	事　　　業　　　内　　　容
	事　業
実　施
年　度

	事 業 量

	事業費
　(千円）
(a)+(b)+(c)+(d)

	経　費　内　訳（千円）
	個　別　指　標
	費用
対効
果分
析の
結果

	備考


	
	
	
	
	工　種　又　は　区　分

	
	
	
	県補
助金
(a)

	市町
村費
(b)

	自己
資金
(c)

	その他
(d)

	指　標

	現状値
	目標値
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	数値

	単
位
	年
度
	数値

	単
位
	年
度
	
	

	木造公共施設等整備

	木造公共施設整備

	
	
	
	
	延べ床面積　
　　　　　　m2
木材量　　　m3
(地域材　　 m3)

	
	
	
	
	
	施設利用者数
単位面積当たりの地域材利用量
単位面積当たりの事業費
CLT利用量


	
	人
㎥

/㎡
円
/㎡

㎥

	
	
	人
㎥

/㎡
円

/㎡

㎥

	
	
	

	
	
	      計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 注１．「事業種目」「事業内容」の各欄は、交付要綱別表２を参考に記入すること。
２．「個別指標」欄の記載に当たっては、実施要領別表の「個別指標」及び「林業・木材産業成長産業化促進対策交付金の配分基準の考え方」（平成３０年３月３０日２９林政経第３５１号林野庁林政部長通知）別紙１を参照のこと。
    ３．変更承認申請を行う場合は、数量を２段書きすることとし、上段に当初、下段に変更の数量を記載するものとする。
４．助成対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について国の融資制度を受ける予定がある場合には、備考欄に「融資該当有」と記載すること。
    ５．エコスクールに関する取組については、認定学校名を備考欄に記入すること。
    ６．公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律に則した市町村方針に基づく取組については方針名を備考欄に記入すること。
第３号様式（第４関係）
１．事業の概要  事業実施予定年月日：　　　　年　　月　　日　～　　　　　　年　　月　　日
　　（木材の生産、加工及び流通施設の設置の方針、事業の内容、生産計画との関連及び事業効果等について記述すること）
２．利用計画等
　(１) 木造公共施設等整備（施設ごとに別葉とする）
    ①　事業の概要
　　　ア．施設名
　　　
　　　イ．設置場所（字・番地まで記載）・土地所有者名
　　　
　　　ウ．建築（増築・改築）面積・延べ床面積（内装工事のみの場合は、延べ床面積のみを記入）
　　　
　　　エ．構造・工法等
　　　
　　　オ．使用木材
　　　　　　総合計　　　　　㎥、 うち地域材　　　　　　㎥（主な使用木材の樹種　　　　　　　　　）
　　　
　　　カ．整備施設のＰＲ方法など施設整備の波及効果を確保するための具体的取組内容　　　　　
    　
　　　
　　　キ．児童・生徒数［学校関連施設（幼稚園・保育園を含む）のみ記入］（学年ごとに人数を記載し、計を取ること）
    　
　　　ク．運用計画（施設の管理や利用方法等を記載）
　　　※　施設の位置図、平面図、立面図等の図面を添付すること。
    ②　利用計画（事業完了年度の翌年度から起算して５年目の年度の数量を記載すること。）
	 　　施　設　名

	利　用　目　的
（行事内容等）
	 　利　用　者

	利　用
回　数
	１回あたり
平　　　均
利用者数
	利用者数
	

	
	
	
	
	
	総　数
	子　供
	大　人
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	
	


        注１．利用目的欄には、「授業」「○○教室」、「○○交流会」等の主な行事内容を記載のこと。
　　　　  ２．利用者欄は「児童」「ＰＴＡ」「地元自治会」「地元老人会」等、主な参加（出席）者を記載のこと。
　　　　　
第４号様式（第４関係）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　奈　良　県　知　事　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                       　　㊞
公共建築物木造・木質化推進事業全体事業計画変更承認申請書
　公共建築物木造・木質化推進事業実施要領第４の１の(2)の規定により、全体事業変更計画書を添えて申請します。
記
変更理由：
注）第２号様式及び第３号様式を添付すること。
第５号様式（第６関係）
公共建築物木造・木質化推進事業財産管理台帳
　事業実施主体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　１．事業計画
	　事業種目

	  施工箇所

	事　　　　業　　　　内　　　　容
	事 業 量

	  工　　　　　期
	事　業　費
　　(千円）
(a)+(b)+(c)+(d)
	経　　　費　　　内　　　訳　（千円）
	 処分制限期間
	　 処分の状況
	摘　　要


	
	
	 工　　種　　又　　は　　 区　　分
      　

	
	着　　工
年 月 日
	竣　　工
年 月 日
	
	県補助金
(a)
	市町村費
(b)
	自己資金
(c)
	そ の 他
(d)
	耐用
年数
	処分制限
年 月 日
	承　　認
年 月 日
	処分の
内　容
	

	木造公共施設整備

	
	
	延べ床面積　
　　　　　 m2
木材量　　 m3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	     計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  注１．「事業種目」「事業内容」の各欄は、交付要綱別表２を参考に記入すること。
    ２．「処分制限年月日」には、処分制限の終期を記入すること。
　　３．「処分の内容」には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。
　　４．「摘要」欄には、譲渡先、交換先、貸付け先、抵当権等の設定権等の設定権者の名称又は交付金返還額を記入すること。
　　５．この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
第６号様式（第７関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日 
　奈　良　県　知　事　　殿

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                       　　㊞

公共建築物木造・木質化推進事業達成状況報告書
　公共建築物木造・木質化推進事業実施要領第７の規定により、別紙のとおり報告します。
記
１．事業区分　　木造公共建築物等の整備
２．事業完了年度
３．目標年度
４．調査年度
　

１．事業実績総括表
	　　　事業区分

	　 事業種目

	事業実施
主 体 名

	  施行箇所

	事　　　　業　　　　内　　　　容
	事　業
実　施
年　度

	事 業 量

	事　業　費
　　(千円）
(a)+(b)+(c)+(d)
	経　　　費　　　内　　　訳　（千円）
	備　考


	
	
	
	
	工　種　又　は　区　分

	
	
	
	県補助金
(a)
	市町村費
(b)
	自己資金
(c)
	そ の 他
(d)
	

	木造公共施設等整備

	木造公共施設整備

	
	
	
	
	 延べ床面積　　　　　　   m2
 木材量　  m3
(地域材　　 m3)

	
	
	
	
	
	

	
	
	      計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	    合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２．実績及び達成率
	　　　
事業区分

	　　　　
指　　　　　　標

	目　　　　標

	実　　　　　　　　　　　　　　績
	備考

	
	
	
	事業完了年度の翌年度
    　　（ 　　年度）

	事業完了年度の翌年度から
起算して２年目
    　　（  　　年度）
	事業了年度の翌年度から
起算して３年目
    　　（ 　　年度）
	業完了年度の翌年度から
起算して４年目
    　　（ 　　年度）
	業完了年度の翌年度から
起算して５年目
（目標年度 　　年度）
	

	
	
	数　値
（Ａ）

	単
位
	年度

	数　値
（Ｂ）

	単　位
	達成率
(B)/(A)*
100　(%)
	数　値
（Ｃ）

	単　位
	達成率
(C)/(A)*
100　(%)
	数　値
（Ｄ）

	単　位
	達成率
(D)/(A)*
100　(%)
	数　値
（Ｄ）

	単　位
	達成率
(D)/(A)*
100　(%)
	数　値
（Ｅ）

	単　位
	達成率
(E)/(A)*
100　(%)
	

	木造公共施設等整備

	施設利用者数
単位面積当たりの地域材利用量
単位面積当たりの事業費
CLT利用量

川上との連携

	
	人

m3/m2

千円/m2
m3
有無
	
	
	人

m3/m2
千円/m2

m3

有無
	
	
	人

m3/m2

千円/m2

m3

有無
	
	
	人

m3/m2

千円/m2

m3

有無
	
	
	人

m3/m2

千円/m2

m3

有無
	
	
	人

m3/m2

千円/m2

m3

有無
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１．指標、目標欄は、全体事業計画の内容とすること。
　２．実績値の算出根拠資料については、当該報告年度より１０年間保管しておくこと。
　
第７号様式（第８関係）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　奈良県知事　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                        印
公共建築物木造・木質化推進事業に係る事前評価について

　このことについて、公共建築物木造・木質化推進事業実施要領第８の１の規定に基づき、
下記のとおり報告します。

記
１．事　業　区　分　　公共建築物等の整備

２．事業費
３．事前評価の結果　　別紙のとおり
注）事前評価の結果については、「林業・木材産業成長産業化促進対策交付金の事業評価実施要領」（平成３０年３月３０日付け２９林政経第３５１号林野庁長官通知）第４、第５の様式により計算した結果を添付すること。
第８号様式（第８関係）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　奈良県知事　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                        印

公共建築物木造・木質化推進事業に係る事後評価について

　このことについて、公共建築物木造・木質化推進事業実施要領第８の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記
１．事　業　区　分　　公共建築物等の整備

２．事業費
３．事後評価の結果　　別紙のとおり
注）事後評価の結果については「林業・木材産業成長産業化促進対策交付金の事業評価実施要領」（平成３０年３月３０日付け２９林政経第３５１号林野庁長官通知）第４、第５の様式により計算した結果を添付すること。
第９号様式（第１０関係）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　奈良県知事　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名                        印
指　令　前　着　手　届
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請した公共建築物木造・木質化推進事業について、指令前に着手したいので提出します。
記
１．事　業　区　分　　木造公共建築物等の整備
２．事業費
３．着手予定年月日
４．完了予定年月日
５．指令前着手を必要とする理由
